
一般勘定貸 827¶351 � 827¶351

地方公共団体健全化基金管理勘定貸 442¶831 � 442¶831

資産の部合計 5¶009¶275 19¶487¶695 � 1¶270¶183 23¶226¶787

負債の部
債券 2¶580¶904 15¶746¶285 18¶327¶190

その他負債 3¶107 14¶590 17¶698

賞与引当金 41 41

役員賞与引当金 6 6

退職給付引当金 195 195

役員退職慰労引当金 27 27

地方公共団体健全化基金 915¶823 915¶823

基本地方公共団体健全化基金 908¶104 908¶104

組入地方公共団体健全化基金 7¶719 7¶719

管理勘定借 827¶351 � 827¶351

地方公共団体健全化基金一般勘定借 442¶831 � 442¶831

特別法上の準備金等 660¶000 3¶236¶421 3¶896¶421

金利変動準備金 660¶000 660¶000

公庫債権金利変動準備金 3¶136¶532 3¶136¶532

利差補てん積立金 99¶889 99¶889

負債の部合計 4¶987¶458 19¶440¶129 � 1¶270¶183 23¶157¶405

純資産の部
地方公共団体出資金 16¶602 16¶602

利益剰余金 13¶860 13¶860

一般勘定積立金 13¶860 13¶860

評価・換算差額等 � 8¶645 � 8¶645

管理勘定利益積立金 47¶565 47¶565

純資産の部合計 21¶816 47¶565 69¶382

負債及び純資産の部合計 5¶009¶275 19¶487¶695 � 1¶270¶183 23¶226¶787

【勘定別情報（損益計算書関係）】
（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 一般勘定 管理勘定 相殺等 機構

経常収益 62¶032 512¶245 � 34¶280 539¶997

資金運用収益 45¶152 494¶659 539¶812

役務取引等収益 134 134

その他経常収益 50 50

管理勘定事務受託費 962 � 962

地方公共団体健全化基金受取利息 15¶730 � 15¶730

一般勘定貸受取利息 594 � 594

地方公共団体健全化基金一般勘定繰
入金

16¶992 � 16¶992

経常費用 54¶006 272¶702 � 34¶280 292¶428

資金調達費用 29¶637 253¶540 283¶177

役務取引等費用 26 243 269

その他業務費用 2¶303 2¶115 4¶418

営業経費 2¶264 109 2¶374

その他経常費用 2¶187 2¶187

地方公共団体健全化基金組入額 2¶187 2¶187

管理勘定借支払利息 594 � 594

地方公共団体健全化基金管理勘定繰
出金

16¶992 � 16¶992

一般勘定事務委託費 962 � 962

地方公共団体健全化基金支払利息 15¶730 � 15¶730

経常利益 8¶025 239¶543 247¶569

特別利益 220¶000 233¶994 � 220¶000 233¶994

管理勘定繰入金 220¶000 � 220¶000

公庫債権金利変動準備金取崩額 220¶000 220¶000

利差補てん積立金取崩額 13¶994 13¶994

特別損失 220¶000 465¶489 � 220¶000 465¶489

金利変動準備金繰入額 220¶000 220¶000

公庫債権金利変動準備金繰入額 245¶489 245¶489

一般勘定繰出金 220¶000 � 220¶000

当期純利益 8¶025 8¶048 16¶074

附属明細書
１【有形固定資産等明細書】

（単位：百万円）

資産の種類 前期末
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期末
残高

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額

当期
償却額

差引当期末
残高

有形固定資産
建物 555 12 ` 568 107 42 460

土地 2¶403 ` ` 2¶403 ` ` 2¶403

その他の有形固定資産 96 43 ` 140 85 45 54

平
成

™
š
年

�
月

™
—
日
月
曜
日

(
号
外
第

˜
™
 
号
)

官
報

~１．一般勘定、管理勘定
管理勘定は、法附則第13条第１項の規定に基づく機構が旧公庫から承継した債権の管理及び
回収の業務並びにこれに附帯する業務（公庫債権管理業務）を行うための勘定であり、同条第
３項の規定に基づき、その他の経理（一般勘定）と区分して整理しております。
２．一般勘定積立金、管理勘定利益積立金
損益計算書において計上した一般勘定の「当期純利益」は、法第39条第１項の規定に基づき、
「一般勘定積立金」として計上し、管理勘定の「当期純利益」は、法附則第13条第８項の規定
に基づき、「管理勘定利益積立金」として計上しております。
３．一般勘定貸、管理勘定借
法附則第13条第４項の規定に基づき、一般勘定と管理勘定との間において融通している資金
の額であります。
４．地方公共団体健全化基金一般勘定借、地方公共団体健全化基金管理勘定貸
「地方公共団体健全化基金」として受け入れた現金を、法附則第９条第12項の規定に基づき、
一般勘定から管理勘定へ融通している額であります。�
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